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要約
著者は，復旧，復興計画の基礎資料の蓄積をはかるために， 1989年11月， 1985年メキシ
コ地震におけるメキシコ・シティの被害について既往資料を収集し，さらに顕著な被害を
受けたトラテロルコ団地住民の被害や避難生活について簡単なインタビュー調査を行った。
調査の結果，政府は，被災地の広い道路空間や市内に多数，散在する空き地を有効に利
用し，そこに多くの応急住宅や応急医療施設を開設した。これは，被災住民を分散して管
理することにより，住民の不安心理を最小にすることを狙ったものと推定される O 地震4
年後では，都心商業地区の復旧は遅々として進んでいない。これは，原油価格の下落によ
るメキシコ経済の低迷に起因すると思われる。一方，住宅は商業ピルに比べて復旧してお
り，市内には 3階建て低層集合住宅が数多く見られる。トラテロルコ団地では，避難した
被災住民を別棟へ転居させることにより，避難期間を短くする方策をとった。だが，被災
した団地住民のなかには 2年以上の避難生活を送ったものもいる。
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1.はじめに
火で焼失した商庖街は，およそ 3年で新しい町並
みを見せてくれた。
都市に大規模な災害が発生すると，建築物から
ライフラインといった都市機能が破壊される O そ
れらが高い機能を持ち，また複雑に絡んでいるゆ
えに，都市の復旧・復興は長期にわたることが多
し、。
それでも，その国や地方の財政が豊かな場合は，
比較的短期間に都市の諸施設・諸機能の回復が計
られることもある。たとえば，昭和51年の酒田大
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都市の復旧とともに，都市住民の生活の復旧も
計られなくてはならない。表面的に被災都市が面
白を一新したとしても，そこに住む住民の生活が
旧に復し，かつ安定したものでなければ，都市が
再建されたとは言い難いからである。
都市の諸施設・諸機能の復旧と市民生活の復旧
は密接に結びついている。市民生活の復旧を支え
るのが都市の諸施設・諸機能であることは言うま
でもない。酒田市の被災地の復旧はひとまず完了
48 総合都市研究第41号 1991
したが，商庖街の人々は大火10年後でも多額の借
金を抱えている。つまり，生活実態の面からは，
まだ旧に復していないのである。この人々の生活
が元に戻ったとき，初めて復旧されたと言えるの
である。
このような観点から災害復旧を捉えるとすれば，
構造物被害・死傷といった直接被害から，地域経
済や社会へ波及する間接被害までを，包括的かっ
連鎖的に調査・研究する必要がある。この一連の
研究によって，被災都市と市民の速やかな復旧・
復興のタイムスケジュールの基礎を築くことがで
きるのである。
そこで，まず既往の地震災害の資料収集を計る
べく， 1985年メキシコ地震におけるメキシコ・シ
ティを対象に，その災害資料を収集することとし
た。その第一段として，メキシコ・シティの建築
物被害・人的被害，応急対策としての応急住宅対
策・負傷者対策および都市の再建計画・実施状況
について，資料の蓄積をはかることとした。具体
的には，まずメキシコ連邦区政庁(総務局市民保
護部)，被災地の建築物被害調査を実施した建築
コンサルタントで資料の収集を行い，次に中高層
の集合住宅団地に住む住民へ簡単なインタビュー
を試みた。この第一次調査は1989年11月に実施し
た。
本論は，得られた資料やインタビューをまとめ，
メキシコ・シティの建築物被害・人的被害と応急
対応および復旧状況の概略を報告するものである O
2.被害の概要
1985年メキシコ地震は， 1985年9月19日午前7
時17分にメキシコの太平洋岸で発生し，マグニ
チュード8.1を記録したO さらに翌20日の夕方に
マグニチュード7.6の余震が発生し，本震による
被害をさらに拡大した。
このメキシコ地震の被害の特徴のひとつは，震
源に近い地域ではそれほどの被害が発生していな
いにもかかわらず，震源から遥か400kmも離れた
メキシコ・シティに甚大な被害を与えたことであ
る。さらに，メキシコ・シティにおいても広範な
地域が被害を受けたのではなく，市内の軟弱地盤
地域にその被害が集中し，特に中高層の鉄筋コン
クリート構造建築物に被害が顕著であった。した
がって，人的被害も中高層建築物の倒壊に起因す
るものが大部分であった。メキシコ・シティの被
害を建築物被害から判断すれば，市中心部を含む
東西6km，南北8kmの地域に被害が集中した1)。
2. 1 建築物の被害
政府は地震後，直ちに建築コンサルタント等の
専門家による建築物被害調査を行った。調査の結
果，メキシコ・シティの建築物総数 53，358棟の
うち757棟を倒壊ないしは大破と判定した。建築
物被害の特徴として 6階以上，特に 9-12階建
の建築物の被害が大きく， 1-5階の建築物被害
率に比べて， 10倍程度の被害率に達した。(表1) 
また，大破以上と判定された757棟のうち，完全
に倒壊した建築物棟数は133棟，一部倒壊したも
の353棟，大破したもの271棟であった。
2. 2 人的被害
このようなメキシコ・シティの甚大な建築物被
害にともない，人的な被害も大きなものとなった。
市内での死者数は4，282人，負傷者数は40，000人
(重傷者10，000人，軽傷者30，000人)に及んだ。
表 2は1980年のセンサスによる年令別人口分
布3)である。地震当時，市の人口は1700-1800万
表1 階数別の建築物被害2)
階 数 1-2
建築物総棟数 37，484
建築物被害棟数 337
建築物被害率(%)I 0.9 
3-5 
13，498 
175 
1.3 
6-8 
1.616 
136 
8.4 
9 -12 
531 
72 
13.6 
合計
53，358 
757 
1.4 
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人とも推定されている。それゆえ，死者発生率や
入院患者の発生率は表の値に0.7を掛けた程度の
割合と考えたらよいだろう。ただし，被害の発生
箇所が都心に集中しており，それぞれの計算に際
し，母数として全市の人口構成をとることはあま
り意味があるとはいえない。さらに入院患者の年
令分布は，全負傷者数の1/5程度しか補足してい
ない4)。したがって，これらの表では，それぞれ
の年令別発生率の相対的大小に注目すべきであろ
つ。
表面的に年令別死者数をみると， 25-44才の年
令層で全死者数の 3分の 1と， もっとも多くの死
者が発生し，その周辺年令層も，それに続いて多
い。ところが，表2の年令別人口分布を用いて死
表2 1980年のセンサスによる
メキシコ・シティの人口分析(千人)
年令 女性 合計男性
-4 
5 -14 
15-24 
25-44 
45-64 
65-
不明
869 
1，767 
1，426 
1，609 
615 
176 
4 
『
????????
?
?
?
??
????
?
?? ????
?
????
????
????? ???
?
??
????
?
???
??
??
?
??
合計 6，464 6，886 13，350 
表3 年令別死者数と発生率
年令 死者数 % 死者発生率
-1 
1-4 
5 -14 
15-24 
25-44 
45-64 
65-
不明
173 
143 
287 
770 
1，293 
519 
226 
168 
4.8 
4.0 
8.0 
21.5 
36.1 
14.5 
6.3 
4.7 
0.018% 
0.008 
0.026 
0.039 
0.039 
0.052 
合計 0.027 3.579 100.。
者発生率を計算すると，表3になる。死者発生率
は5-14才が最も低く，それ以外の年令層は高い。
とくに高齢層になるに従い，その数値は上昇して
いく。そして65才以上では， 5 -14才の 6倍強に
もなっている。このように，発生率が最も低い年
令層から離れるにしたがい，発生率が徐々に高く
なる傾向は， 1945年三河地震のさい，西三河で発
生した死者の分布5)でも見られたものである。た
だし，三河地震では乳幼児の死者発生率が高齢者
の発生率と同程度に高いのに比べ，メキシコ・シ
ティでは乳幼児の死者発生率は 5-14才の年令層
に続いて低いものである。また，三河地震では20
才代の死者発生率が最も低いこともメキシコ地震
との違いである。これらの違いが何に起因したも
のであるかは，現在のところ不明である。
表4 年令別・性別入院患者数(人)
年令 男性 合計女性
-1 13 
1 -4 24 
5 -14 77 
15-24 154 
25-44 210 
45-64 88 
65- 35 
不明 293 
30 
35 
124 
357 
452 
184 
81 
616 
17 
11 
47 
203 
242 
96 
46 
323 
合計 985 1，879 894 
表5 入院患者発生率 (XlQ-2%)
年令 男性 合計女性
-4 
5 -14 
15-24 
25-44 
45-64 
65-
不明
0.43 
0.44 
1.08 
1.31 
1.43 
1.99 
0.33 
0.26 
1.30 
1.41 
1.34 
1. 74 
0.38 
0.35 
1.20 
1.36 
1.39 
1.85 
/、
合計 1.42 1.38 1.43 
50 総合都市研究第41号 191
表6 地震による医療施設等の変化
種別 地震前 地震後 使用不能(%)
18 入院可能な病院数
そのベッド数 19.549 
779 簡易ベッドを有する診療所数
ベッドのない診療所数 5，615 
一方，負傷者についてはどうであろうか。表4
に年令別・性別入院患者数，表5に入院患者発生
率を示しである O 先に述べたように，入院患者の
年令・性別しか補足できていないので，ここでは
概略だけ検討することにしよう。日本では従来よ
り，女性や高齢者が負傷しやすく，さらに30才代
の女性にその傾向があると言われてきた。表5の
ようにメキシコ・シティでも高齢者ほど負傷しや
すい傾向があるものの，性差はほとんど見られな
い。ただし， 30才代の女性に，その前後の年代と
比較して高い発生率を示したことは興味深いこと
である。
つぎに，負傷者を治療する医療施設の被害はど
のようなものであったのだろうか。
表 6は地震当時の医療施設との被災をみたもの
である。当時，入院可能な病院は118箇所であっ
たが，地震により 13箇所の病院は建物が倒壊した
り，あるいはかなりの被害を受けて，入院治療を
継続することができなくなった。すなわち，地震
直前では病院のベッド総数が15，162床であったが，
そのうち4，387床 (22%)が使用不能となった。
病院の使用不能率11%に比べてベッドの使用不能
率が高いのは，都心の大病院の倒壊が大きく影響
したものである。診療所を含む医療施設の被害は，
平常時の患者で全ベッドが使用されていたとすれ
ば，入院患者の 2割を他の施設へ移送・収容する
必要を生じさせることになる。これに加えて，地
震で大量に発生した負傷者の収容・治療にもあた
らなくてはならない。つまり，医療施設へ大きな
負荷としてのしかかってくる。この結果，次節で
述べるように，応急医療施設の開設と，そこで検
査・治療にあたる医療従事者の確保が必要になっ
てくる。
105 13 (11% ) 
15.162 4，387 (22%) 
729 50 ( 6%) 
5，089 526 ( 9%) 
なお，病院の使用不能率11%は表Iの建築物被
害率1.4%と比べて相当高い。この理由として，
ひとつには多くの病院の建物構造が中・高層の鉄
筋コンクリート造であったこと，あるいは配電設
備といった病院の付帯設備の破損によって病院の
機能が遂行不能に陥ったためと推測している。
3.応急対策一住宅と治療ー
3. 1 住宅の応急対策
市内で住むべき家を無くした，あるいは自宅の
被害が甚大で住むことができない住民の数は20万
人以上に達し，これらの人々の多くは，親類・知
人・近隣住民の住宅で避難生活を送ったと伝えら
れている。被災した人々を自宅に招じいれる，こ
の愛他的な精神は，メキシコ人の優れた特質とし
て挙げられ，負傷者の救助や復旧においても，そ
のボランティア活動は高く評価されている。
政府としても，被災した住民を収容するべく，
被災後，直ちに応急簡易住宅を建設し，またテン
トを設営したO 応急簡易住宅はおよそ16，500家族，
人数にして66，500人を収容し，これらは地震2年
後の1987年12月まで供用された。またテントを利
用した家族は2，126世帯， 8，506人に上り， 60日間
供用された。
応急簡易住宅は3メートル四方のユニットを一
列に並べたものであり 1ユニ 7 トあたり 2-4
人を収容した。また同一敷地内に男子トイレ，女
子トイレおよび台所をそれぞれ独立した建物とし
て設けた。
この応急簡易住宅は，被災した市街地に多数点
在する空き地を利用して建設された。例として国
鉄のブエナビスタ中央駅の南東にある，ゲレロ地
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区の一角を紹介してみよう。この約42ヘクタール，
26街区の市街地は，壁の亀裂といった修復可能な
棟数24棟，修復不能な棟数33棟という建築物被害
を受けた。地震当時，この地域には，空き地が20
箇所ほど点在しており，政府は，そのうち 7箇所
に応急簡易住宅を建設した。
このような簡易住宅の建設を可能にしたのは，
当然，空き地が市内各所に点在したことである。
だが，なぜ、被災者を分散して収容したのであろう
か。
そのメリットとして考えられるのは，被災者に
とって自宅近くに仮の住まいがあることは，生活
環境が従前と同様，ないしは近いものとして存在
することである。つまり，近隣住民との交友関係，
通勤・通学・買物・食事など，それまでの日常生
活を大きく崩さずに生活することが可能になる。
それに，自宅の跡片づけや必要なものを取りにい
くことも容易であろう。このように，自宅近くに
設けられた応急住宅は，動揺しやすい被災者の不
安感を最小限に抑える効果がある。
一方，各所に応急簡易住宅を分散して設けるこ
とのデメリットは，それらの管理が困難になるこ
とがある。メキシコ・シティの場合，応急簡易住
宅ごとに警備の警官が張りついたが，その人員の
遣り繰りはたやすいものではなかったと推測する。
推察の域をでないのであるが，政府は被災者の
居住にたいし，分散管理の方法をとったのではな
かろうか。収容人員が少ないことは，そこにいる
人々の希望・意見がまとまりやすく，対応も取り
やすいものとなる。人々の不満が大きくならない
うちに，何らかの対応ができるからである。
3. 2 負傷者の治療
地震後，救急車600台，医師20，403人，看護
婦・レントゲン技師などの医療従事者32，805人が
負傷者の搬送・治療にあたった。とくに急増する
負傷者に対処するため，既設の病院・診療所のほ
かに， 131箇所の応急医療施設が開設され，その
うち最も大きな施設では， 150人程度の負傷者を
収容治療した。このような救急医療施設は，地震
後2か月間，開設されていた。これらの施設は応
急住宅と同様に，多数の空き地を利用して建設さ
れたものであることは言うまでもない。
地震直後に，諸外国から救助隊員・医師・建築
技術者など，合わせて816人がメキシコ・シティ
へ派遣され，倒壊した建物に閉じ込められた人々
を捜索し助け出したり，負傷者の治療にあたった
りした。これらの人々を派遣した諸外国を列挙す
れば，フランス，アメリカ，日本，西ドイツ，イ
ギリス，カナダ，ニカラグア，コロンピア，ベル
ギー，オランダである。
以上のように，医療施設・機材や人材が被災地
に投入されたが，これらが大量に発生した負傷者
に充分，対応できたかは不明である。ただし，
ベッド数に関しては比較的に充足されていたよう
に思われる。
というのは，既入院患者のうち，病院の被災に
より別の病院へ移送されるべき推定患者数約
4，000人と，地震で発生した10，000人の負傷者を
合わせ，だいたい14，000床のベッドが必要になっ
たであろう。これに対し，応急医療施設で平均
100床程度のベッドが準備されたとすれば，総
ベッド数は13，000床となり，ほぽ充足されたと考
えられるからである。
4.都市再建への政府援助
4. 1 建築物への政府援助
ここでは，メキシコ合衆国政府が被害を受けた
建築物にどのような援助を行ったか，をみること
にする。
政府は被害を受けた建物に対して，補修不可能
な建築物には取り壊し，使用可能な建築物には補
修・補強を，さらに建築資材などを援助している。
これらの援助を受けた建築物の総数は表7のとお
表7 被害建築物への政府援助
援助種別
建物の取り壊し
補修・補強
資材搬入
建築物棟数
185 
624 
757 
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りである O
著者は被災地のうち，とくに甚大な被害を被っ
たアラメダ公園南地区の一角の復旧状況を見た。
この地区は中高層ピルが立ちならぶメキシコ・シ
ティ第一の商業地である。地震は鉄筋コンクリー
ト構造の中高層ビルに重大な被害を与え，鉄筋コ
ンクリート造建築物430棟のうち，完全に崩壊し
たり，一部崩壊した建築物は14棟，主要な構造部
材が大きく変形し補強を要するもの， 18棟と診断
された6)。
著者が目にした，この地区の4年後の復旧状況
は，アラメダ公園に隣接していたホテルが倒壊し
た跡地に小公園ができていたこと(写真 1)，ホ
テルと銀行がそれぞれ一軒，再建されていたぐら
いである。その他の倒壊した建築物は，再び崩れ
落ちることのないように主要部材を解体撤去して
はあるものの，まだ瓦礁の山がピルの跡地に積み
上がっているものが多い(写真 2)。また補強し
て使用するとした建築物でさえ，補強工事に取り
写真1 倒壊したビルの跡地にできた小公園
写真2 いまだに残る瓦礁の山
掛かっていないものも多く，一部の建物は柱の補
強鉄筋や補強材が巻き立てられてはいるものの，
工事が中断したままと覚しきものが散見された
(写真 3)。復旧・復興の速度は摘牛の歩みと
いったら言い過ぎであろうか。
災害の復旧・復興は国や地方の財政と深く関わ
るものである。メキシコ・シティのオフィスf詰の
復旧・復興が遅々として進まないのは，ーにもこ
にも石油価格が下落し，メキシコ経済が立ちゆか
なくなった後遺症である O 今年8月，イラクのク
エート侵攻に端を発した石油価格の急上昇は，メ
キシコ経済にとってどのような影響を与えていく
のであろうか。今後のメキシコ経済の推移に注目
しつつ，都市復興の歩みを見守りたい。
一方，一般の住宅といえば，著者が見たゲレロ
地区では，住宅被害の爪跡はあまり目に付かない。
それよりも，ほほ3階建に統一されてはいるが，
さまざまカラーやデザインを持った復興住宅が数
多く見られた(写真4，5)。建築物に関してい
写真3 鉄骨で補強された柱
写真4 復興住宅その1
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写真5 復興住宅その2
えば，政府は住民対策を優先したことが窺われる。
4. 2 住民生活への政府援助
メキシコ合衆国政府は，被災住民にたいし，ど
のような日々の生活援助の手を差し延べたのであ
ろうか。
これまで述べてきたように，政府は，負傷者対
策や応急住宅の提供とともに，住民生活に欠かせ
ない水道などの公共サービスや食料品を含めた生
活用品を提供した。これらの援助を受けた住民の
総数は表8のとおりである。それぞ、れの援助の内
容は明らかではない。
表8 被災住民への政府援助
援助
医療
公共サーピス
生活用品
人数
66，000 
200，000 
家族数
40，000 
16，500 
50，000 
5. 卜ラテ口ルコ団地の被災と生活復旧
トラテロルコ団地は市中心部からみて北にある，
交通至便な大規模住宅団地である。団地に隣接し
て古代アステカの神殿跡，その跡地に立つ旧宗主
国スペインのカトリック寺院がある。これらとト
ラテロルコ団地の高層ビル群に聞まれた広場を三
文化広場と呼ぴ，メキシコの歴史を象徴した観光
名所になっている3)。
団地は1957年から1964年にかけて建設され，住
宅用建物102棟，その他の建物45棟から成り，住
宅用建物は 3-21階の中高層建物であり，居住人
口7万人， 12，000戸のメキシコが誇る住宅団地で
あった1)。
5. 1 卜ラテロルコ団地の被害・再建計画・現況
政府は地震後に団地の被害調査を行っている。
調査の結果，倒壊したり構造部材が大きく変形し
たもの 8棟，かなり被害が大きく部分的に構造部
材が破損している住宅棟34棟，比較的軽微な被害
の住宅棟60棟と判定した。
その後，再建計画が検討され，倒壊したり修理
不可能な被害，つまり基礎や構造に重大な損害を
受けた建築物は解体撤去すること，基礎ゃ構造が
部分的に破壊した建築物は補強したり階高を低く
すること，もっとも被害が少ない建築物は建築物
の壁・仕上げ材などを補修することとした。以上
をまとめると表9になる。合計欄が一致していな
いのは 2棟の再建計画がまだ決定されていない
からである。
表9 トラテロルコ団地住宅棟の被害と再建計画
被害調査による被害の程度1) 棟 再建計画による復旧の程度 棟
顕著な構造部材の破損 6 解体・撤去 8 
やや顕著な構造部材の破損 24 基礎・構造部材の補強，低層化 9 
非構造部材の破損 14 壁・仕上げ材の補修 23 
被害なし 58 被害なし 60 
b口. 言十 102 iロ>. 言十 100 
54 総合都市研究第41号 1991
表9から，再建計画にのった復旧すべき棟数40
は，被害調査による総被害棟数44と比べてほぼ等
しい。だが，被害調査で「やや顕著な構造部材の
破損」に対応する，再建計画での「基礎・構造部
材の補強，低層化」の棟数が， 24棟から 9棟へと
大きく減少している。これは，被害調査の「やや
顕著な構造部材の破損」の半数以上が，-非構造
部材の破損」へと軽微な被害に評価替えされたと
みることができる。その結果，再建計画では
「壁・仕上げ材の補修」が増加したものではなか
ろうか。
以上の変更が再建計画の策定に際し，さらに詳
細な検討を加えた結果，評価替えされたものであ
れば問題は生じない。そうではなく，復旧費用・
復旧期間といった理由で変更されたのであれば，
今後に過根を残すことになる。事実は不明である
が，建築専門家の注意を喚起したい。
表10にトラテロルコ団地の地震当時と再建計画
における建物タイプ別戸数の変化を示す。再建計
画による戸数は，地震当時と比べて 1割くらい，
また使用人部屋も 2割強，減少した。使用人部屋
は，各戸に隣接するものではなく，別の階や駐車
場棟に設けられたもので，それを他人に賃貸する
こともできるという。
2タイプの住宅棟の建物階数が地震後に変更さ
れた。タイプKおよびLの建物はともに13階建て
であったが，タイプKは9階建てに，タイプLは
6階建てに低層化された。そのために，タイプK
は地震前に52戸あったものが36戸に，タイプLは
78戸が36戸に減じた。
補修・補強をした建物のうち，最も期間を要し
たものは，基礎工事に 1年6か月かかり，最終的
な仕上げまでを含めると，およそ3年の歳月を必
要とした。
その結果，再び入居が開始されたのは，早いも
ので地震後2年4か月，最も遅いもので3年3か
月であった。
このように，政府の資料からみるかぎりでは，
再建が完了したかのように思える。だが，筆者が
現地を訪れ，住宅棟をみたかぎりでは，大きな被
害を受けた棟では，明らかに入居している世帯が
少ないことが窺われた。居住人口が元に復するの
表10 再建計画によるトラテロルコ団地(住宅棟)の戸数変化
地 震 当 時 地震後の計画
建物タイプ
棟数
使用人
階数 棟数 戸数
使用人
階数 戸数
部屋数 部屋数
A 3 17 1，904 O 3 17 1，904 O 
A1 3 2 128 O 3 2 128 O 
A2 4 13 1，820 O 4 13 l.820 。
A3 4 12 1，200 O 4 12 1，200 O 
Bc 7 l 124 O 7 1 124 。
Bn 7 8 480 192 7 8 480 192 
Bo 7 2 240 88 7 2 240 88 
Bp 7 5 450 170 7 5 450 170 
C 13 10 2.880 1，050 13 9 2，592 945 
7 9 1，008 756 7 5 560 336 
K 13 6 312 O 9 4 144 。
L 13 5 390 O 6 5 180 O 
M 21 5 410 O 21 5 410 。
N 21 7 574 O 21 4 328 O 
15- 計 102 11 ，920 2，256 92 10，560 1，731 
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はまだ先になりそうである。
また，倒壊した高層住宅の跡地の，無造作に積
み上げられた瓦礁の山の聞に残された空き地では，
数十人の人々が集まっていた。そこには簡素な木
造の祭壇があり，人々は神父とともに祈りを捧げ
ていた。何かのお祭りでもあるのか，と通訳氏に
聞けば r今日は死者の霊を慰める日である。あ
の人たちは，地震で亡くなった人の家族だ。死ん
だ家族を偲んで，集まっているのだ。」と言う。
人々の心の傷はいつになったら癒されるのであろ
うか。
5. 2 住民インタビューによる被災と生活復旧
トラテロルコ団地の住民33人に，自宅や家族の
地震による被害やその後の応急生活について，簡
単なインタビューを実施した。対象者は層別化あ
るいは特定した人々ではなく，いくつかの住宅棟
で会うことができた人々である。よって，結果を
何人中何人と表現してはいるが，それが統計的な
意味を持つものではない。かくかくのことが生じ
たという観点から理解してみたい。ただし，地震
当時もトラテロルコ団地に居住した人々を対象と
したことを断わっておく。
(1) 自宅の住宅棟被害と家族の死傷
家族の死傷については，一人の回答者のみ家族
二人が死亡したが，他の回答者の家族に死傷した
ものはいない。
自宅の住宅棟被害は r倒壊J 1人 r建物にひ
と幸い被害が発生J 4人 rそれほど大きな被害で
はないが，被害が発生J 16人 rほとんど建物に
被害がないJ12人となっている。
さらに自宅の住宅棟に被害が発生したと答えた
回答者21人は，現在までに建物が補強または修理
されたと述べた。先に紹介した政府資料では，被
害のあった住居棟は修復したとあったが，住民イ
ンタビューでそれが裏付けられた。
(2) 地震による生活への影響一避難生活，失
業・転職・休業，休・転校一
ここでは，地震後の生活への影響をみるために，
避難生活の有無について聞いている。
地震により，家が破壊されて住めなくなった家
表1 住宅棟被害と仮住まいの有無(人)
住宅棟被害 仮住まいした しない 合計
倒壊 O 
ひどい被害 4 O 4 
被害 9 7 16 
被害なし 3 9 12 
合計 17 16 33 
族は合わせて17世帯である。表11のように住宅棟
被害と仮住まいの有無についてのクロス集計から，
「ほとんど建物に被害がない」と答えた12人のう
ち 3人が仮住まいをしている。
17の家族はやむをえず避難生活を送るのである
が，その避難先の内訳は，親戚・知人の家に11人，
政府機関が建てた応急簡易住宅に 2人，テントで
暮らした者3人，賃貸アパート 1人となっている。
親戚・知人が圧倒的に多いのは，すでに新聞等で
日本にも紹介されたように，メキシコの人々の強
い連帯感の現れである。それゆえ，政府が建てる
べき応急住宅は，被災者20万人にたいし 7万人
程度の準備で足りたのである。
さらに，この避難生活を送った場所をみると，
応急簡易住宅やテントで暮らした人は，全て近所
で暮らしており，応急簡易住宅が身近に用意され
たことを示している。一方の親戚・知人を頼った
11人のうち，近所へ避難した家族は 5家族で，残
りの 6家族は自動車や乗り物を利用するほどの離
れた所で避難生活を送っている。応急簡易住宅が
1ユニット 2-4人で使用しなければならないこ
とが，遠くでの避難生活へ踏み切る，一つのきっ
かけになったことであろう。
このような避難生活はどのくらい続いたのであ
ろうか。 14人の回答者の避難生活期間は 4日から
2年3か月まで様々であるが 8人が1か月以内
に 4人が6か月以内に避難生活を終了している。
また，避難生活のあいだ，家族が別居せざるを得
なかった家庭は17世帯のうち 5世帯に上る。
地震当時，これらの家族の57人が勤労者であっ
たが，地震被害の影響を受けて， 25人が失業・休
職あるいは転職した。また，学業の継続と言う点
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表12 住宅棟被害と自宅場所の異同(人)
住宅棟被害 自宅場所が同じ
倒 壊 。
ひどい被害 。
被 霊ロ主 5 
被 害 な し 2 
l口h 計 7 
では，学生・生徒45人のうち，地震により35人が
休校や転校を余儀無くされている。このように，
家族に死傷者がいなくとも，家族の多くは地震後
の生活に重大な影響を被ったことが理解できる。
避難生活を送った人々は現在， トラテロルコ団
地に再ぴ居住しているのであるが，元の住宅に必
ずしも戻ったわけではない。 17家族のうち， 10家
族が以前と異なる住宅に住んでいる。表12のよう
に，住宅棟被害と自宅場所の異同をクロス集計す
ると，自宅住宅棟の被害が比較的軽い場合には，
以前の住宅へ戻ることが多く，被害が顕著な場合
は，別の住宅棟へ転居していることがわかる O 避
難生活をできるだけ短いものにする工夫といえる O
6.おわりに
メキシコの復旧状況は，経済力の弱い発展途上
国に大規模な地震が発生すれば，その復旧・復興
に要する費用の手当に窮して，復興に多大な時聞
が掛かることを窺わせるものであった。 1990年に
もイランやフィリピンで地震による大災害が発生
している。被災都市の復興は長期にわたることは
容易に推測できょう。
国際協力という観点から，災害先進国である日
本がそこで果たすべき役割は大きいし，また被災
した発展途上国もそれを期待している。そのため
にも，これまでに述べた調査項目を含めて，長期
間にわたる被災の復旧・復興の実態調査を行うこ
異なる 1口為 計
4 4 
4 9 
3 
10 17 
とを関連機関や研究者に強く訴えるものである。
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OBSERVATIONS OF THE 1985 MEXICO EARTHQUAKE: 
DAMAGE. COUNTER-MEASURES AND RECONSTRUCTION 
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When large scale disasters occur in Metropolitan areas. city functions such as buildings. Life Line， and citizens 
lives will be destroyed. Reconstruction and recovery inevitably require a long period of time. Reconstruction plans 
must be carried out by utilizing the limited resources available. The central plan changes over a sequence of time and 
must consider al the following factors : an assessment of the damage to buildings， injuries and loss of life， and the in 
flu巴nceof economic and societal consequences of the damage. 
In 1989 the presenter collected existing reconstruction data pertaining to the 1985 Mexico Earthquake damage. 
Also obtained were brief interviews from the refugees of the Taltelolco community regarding the damage and their 
survival experiences. 
The government established emergency housing and medical facilities using the city's available space， such as 
roads and vacant lots. Because of these government counter-measures， the anxiety of the refugees was minimized 
since they were able to live in many scattered， established housing areas. After four years， reconstruction in the 
commercial district has not progressed. The main reason appears to be because of the falling oil prices and slow eco-
nomy. On the other hand. residential housing is recovering; there are many three story town-houses. The residents 
of Tltelolco have already been removed to new housing in order to shorten their refugee camplife. Among the re-
sidents， are those who stayed for more than two years in a refugee status. 
